
令和元年度

中札内村役場総務課企画財政グループ

決算の概要



Ⅰ 令和元年度の決算の概要 

１ 全会計歳入・歳出の総額 

歳入総額  74 億 6,615 万円 (前年度 66億 2,525 万円) 

歳出総額  68 億 9,821 万円 (前年度 64億 3,157 万円) 

差引額  ５億 6,794 万円 (前年度 １億 9,368 万円) 

 

【各会計の歳入・歳出】（単位：円） 

会計名 歳入決算額 歳出決算額 差引額 

一般会計 6,026,252,497 5,488,406,496 537,846,001 

国民健康保険特別会計 
501,744,080 484,684,159 17,059,921 

介護保険特別会計 297,979,966 291,475,857 6,504,109 

後期高齢者医療特別会計 69,231,240 68,345,536 885,704 

簡易水道事業特別会計 313,024,180 310,704,451 2,319,729 

公共下水道事業特別会計 257,922,379 254,598,550 3,323,829 

 

※一般会計、国民健康保険特別会計、簡易水道事業特別会計においては、差引額のうち、次

の金額を各基金へ積立します。 

一般会計  6,600 万円（財政調整基金へ積立） 

国保会計  1,500 万円（国民健康保険事業基金へ積立） 

簡水会計                  120 万円（簡易水道事業基金へ積立） 

 

 

 

 

 

【財政用語の説明】 

●一般会計 

 中札内村の会計の中心をなすもので、福祉、産業、土木、教育など行政運営の基本的な経

費を計上した会計。 

●特別会計 

 特定の収入を特定の目的に対してのみ使用し、他と区分して経理を行う会計。中札内村

には国民健康保険特別会計など、上記の５つの特別会計があります。 

 



２ 令和元年度一般会計の概要 

（１）中札内村一般会計の収支（単位：千円） 

１年間の収入 6,026,252 令和元年度の収入（歳入） 

１年間の支出 5,488,406 令和元年度の支出（歳出） 

歳入歳出差引額 537,846 収入－支出の金額 

繰越財源 406,004 

 

令和元年度に予定していた事業を繰り越して、 

翌年度に行うため、その財源を繰り越した額 

実質収支 131,842 「歳入歳出差引額」－「繰越財源」 

財政調整基金積立 66,000 財政調整基金へ実質収支の１／２を積立 

翌年度繰越額 65,842 「実質収支」－「財政調整基金積立」 

 

（２）歳入の状況 

 

令和元年度の歳入決算額は、60 億 2,625 万円で平成 30年度の歳入決算額と比較すると 

4 億 9,356 万円の増加となりました。 

 歳入決算額が大幅に増額した要因は、ふるさと納税寄附金の増加によるものです。 



・ふるさと納税の状況（制度創設からの推移） 

年度 寄附件数 寄附金額（円） 

平成 20 年度 14  1,002,660  

平成 21 年度 4  710,080  

平成 22 年度 4  723,820  

平成 23 年度 3  907,560  

平成 24 年度 6  2,499,000  

平成 25 年度 14  2,422,000  

平成 26 年度 62  2,802,000  

平成 27 年度 269  5,739,000  

平成 28 年度 1,210  15,601,050  

平成 29 年度 1,604  20,602,001  

平成 30 年度 4,401  53,935,778  

令和元年度 67,542  714,314,654  

 

ふるさと納税の発展に向け、平成 28 年度にはポータルサイトへの掲載、30年度にはポー

タルサイト掲載数の増加などに取り組んでいましたが、令和元年度からは寄附金使途の明

確化、選択できる返礼品の種類の増加などの取り組みが功を奏し、前年度から寄附件数が６

万 3,141 件の増、寄附金額が６億 6,038 万円の増となりました。 

引き続き、ふるさと納税寄附件数の増に向けた手法を模索すると同時に、ふるさと納税を

通じた村のアピールに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・自主財源と依存財源 

 

 

村が自主的に収入できる財源を自主財源（村税、分担金・負担金、寄附金、使用料・手数

料、繰入金、財産収入・諸収入など）といいます。この割合が高いほど財政が安定し、自主

的な事業に取り組ことがでます。令和元年度の自主財源は 28 億 1,774 万円で収入額の

46.8％（前年度は 38.0％で＋8.8％）となっています。 

 一方、国や北海道から交付される財源を依存財源（地方交付税、国庫支出金、道支出金、

村債、地方譲与税など）といいます。令和元年度の依存財源は、32 億 851 万円で収入額の

53.2％（前年度は 62.0％で△8.8％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

（単位：円、％）

対前年度 対前々年度

(A) (B) (C) (A)-(B) (A)-(C)

2,817,746,172 2,104,079,721 1,384,286,815 713,666,451 1,433,459,357 46.8 38.0

村　　　税 673,493,928 652,745,539 635,208,355 20,748,389 38,285,573 11.2 11.8

内 分担金・負担金 43,942,718 53,239,358 54,745,377 △ 9,296,640 △ 10,802,659 0.7 1.0

使用料・手数料 301,623,523 286,888,830 272,672,262 14,734,693 28,951,261 5.0 5.2

財産収入 36,665,675 32,508,978 31,766,906 4,156,697 4,898,769 0.6 0.6

寄　附　金 722,114,654 60,904,609 26,642,001 661,210,045 695,472,653 12.0 1.1

繰　入　金 669,953,912 800,687,142 78,693,778 △ 130,733,230 591,260,134 11.1 14.5

訳 繰　越　金 107,275,008 102,824,060 79,300,045 4,450,948 27,974,963 1.8 1.8

諸　収　入 262,676,754 114,281,205 205,258,091 148,395,549 57,418,663 4.4 2.0

3,208,506,325 3,428,609,740 3,236,746,989 △ 220,103,415 △ 28,240,664 53.2 62.0

地方譲与税 95,120,009 95,023,000 94,067,000 97,009 1,053,009 1.6 1.7

利子割交付金 423,000 827,000 971,000 △ 404,000 △ 548,000 0.0 0.0

配当割交付金 1,385,000 1,125,000 1,394,000 260,000 △ 9,000 0.0 0.0

内
株式等譲渡
所得割交付金

903,000 982,000 1,421,000 △ 79,000 △ 518,000 0.0 0.0

地方消費税

交付金

自動車取得税

交付金

地方特例交付金 18,027,000 2,965,000 2,470,000 15,062,000 15,557,000 0.3 0.1

地方交付税 1,741,601,000 1,745,679,000 1,811,781,000 △ 4,078,000 △ 70,180,000 28.9 31.6

交通安全対策

訳 特別交付金

国庫支出金 171,566,936 223,738,170 406,601,002 △ 52,171,234 △ 235,034,066 2.8 4.0

道支出金 749,855,403 884,010,570 382,335,987 △ 134,155,167 367,519,416 12.4 16.0

環境性能割交付金 3,021,000 3,021,000 3,021,000 0.1 0.0

村　　　債 331,982,000 364,244,000 424,751,000 △ 32,262,000 △ 92,769,000 5.5 6.6

6,026,252,497 5,532,689,461 4,621,033,804 493,563,036 1,405,218,693 100.0 100.0

平成29年度
増　減　比　較 構　成　割　合

Ｒ元年度 30年度
区　　　　　分

自　主　財　源

依　存　財　源

83,553,000 88,317,000

令和元年度 平成30年度

86,902,000 △ 4,764,000 △ 3,349,000 1.4 1.6

0.2 0.4

0.0

合　　　　計

603,000 644,000 714,000 △ 41,000 △ 111,000 0.0

10,465,977 21,055,000 23,339,000 △ 10,589,023 △ 12,873,023



（３）歳出（性質別）の状況 

 

  

令和元年度の歳出決算額は、54 億 8,841 万円で平成 30年度の歳出決算額と比較すると、１

億 2,579 万円の増加となりました。 

 歳入同様大幅に増加しましたが、令和元年度から役場新庁舎建設工事が開始されたこと

による普通建設事業費の増が全体の決算規模に大きく影響しました。 

人件費 職員給与や議員・非常勤報酬など 

物件費 賃金、旅費、需用費、委託料、備品購入費など消費的性質を持つ経費 

補助費等 村から一部事務組合や各種団体等に対して交付されるもので、負担金、補助金などの経費 

扶助費 社会保障制度の一環として、児童・高齢者などに対する支援に要する経費 

維持補修費 道路や公共施設などの維持補修のための経費 

普通建設事業費 道路、学校、公園などの公共施設の建設や用地取得に要する経費 

繰出金 一般会計から特別会計に支出される経費 

積立金 基金の積立に要する経費 

公債費 村が借り入れた村債（借金）の元金や利子の償還金 

貸付金等 地域振興などを目的としたお金の貸付を行うための経費 

災害復旧事業費 災害復旧に要する経費（令和元年度は０円） 



（４）歳出（目的別）の状況 

 

 

 令和元年度の歳出額を目的別でみると、一番多いのは総務費の 13 億 1,332 万円

（23.9％）で、次いで農林業費の 11 億 598 万円（20.1％）、民生費の６億 7,189 万円

（12.2％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

歳出額（目的別）を村民一人あたりで見ると？ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身近な施設やサービスの費用を見てみましょう！ 

資源ごみの回収・処理 

村民一人あたり 

 2,732 円 

保育園の運営 

園児一人あたり 

 119 万 591 円 

小学校の運営 

児童一人あたり 

 23 万 3,241 円 

中学校の運営 

生徒一人あたり 

 23 万 4,374 円 

道路の維持・整備 

村民一人あたり 

 ４万 8,719 円 

図書館の運営 

村民一人あたり 

 4,130 円 

公園の管理 

村民一人あたり 

 6,559 円 

村 の 負 担 103 万 4,191 円 

保護者の負担 ６万 504 円 

国・道負担 ７万 339 円 

そ の 他 ２万 5,557 円 

村 の 負 担 23 万 3,241 円 

※教職員の人件費は除きます。 

（北海道が負担しているため） 

村 の 負 担 23 万 4,374 円 

※教職員の人件費は除きます。 

（北海道が負担しているため） 

村 の 負 担 2,686 円 

その他の収入 46 円 

村 の 負 担 ３万 1,666 円 

国・道負 担 3,355 円 

地 方 債 １万 3,347 円 

そ の 他 351 円 

 

村 の 負 担 4,130 円 

村 の 負 担 6,559 円 



 

村では、突然災害が発生した場合や財源不足などに対応するためのお金を貯金していま

す。このような貯金のことを「基金」と呼んでいます。現在、村には一般会計に 13 種類、

特別会計等に５種類の基金があります。 

 一般会計分における基金は、年度中に４億 6,474 万円を積み立て、６億 6,924 万円の取

り崩しを行いましたので、年度末の残高は 32 億 8,569 万円となりました（平成 30 年度末

の基金残高は 34 億 9,019 万円であり、２億 450 万円の減となりました） 

 

 ≪貯金の内訳は？≫ 

区分 令和元年度末 

財政調整基金 

（家計のやりくりのための貯金） 

11 億 5,364 万円 

減債基金 

（ローンを円滑に返済するための貯金） 

２億 4,714 万円 

特定目的基金 

（その他の目的のための貯金） 

18 億 8,491 万円 

合計 32 億 8,569 万円 

 

 

中札内村の貯金はどれくらいあるの？（基金） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和元年度の主な積立内容】 

・公共施設等整備基金（余剰金の積立など） １億 28 万円 

 

※ふるさと納税に係る積立額 

・ふるさと活性化基金  7,749 万円 

・福祉基金  5,890 万円 

・豊かな環境等創成基金  5,430 万円 

・文化振興基金  5,890 万円 

 

【令和元年度の主な取り崩し内容】 

・公共施設等整備基金～堆肥化処理施設修繕など 

  ２億 3,640 万円 

・庁舎整備基金～新庁舎建設工事費など 

 １億 4,902 万円 

・文化振興基金～「ファツィオリ」ピアノ購入など 

 2,687 万円 

 

 

 

 

 

【財政用語の説明】 

●財政調整基金 

財源が不足した場合や特別な財政需要（災害復旧など）があった場合に、取り崩してその

財源に充てることができる基金です。 

●減債基金 

地方債の返済を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設置した基金です。公債費

（借金返済）が他の経費を圧迫するような場合には、減債基金を取り崩して公債費に充てま

す。 

●特定目的基金 

 福祉、教育や産業振興など特定の行政目的のために積み立てた基金で、その目的以外に

は取り崩すことができません。村には現在１1種類の特定目的基金があります。 



 

公共施設や道路などは長期間にわたって利用されるため、こうした施設等の

建設工事を行う場合は、起債（地方債で財源を調達すること（借入））し、分割

して償還をすることで世代間の負担の公平性を図っています。また、財政負担を

後年度に平準化することができます。 

このほか近年は地方交付税の不足分を国と地方が折半して補うための臨時財

政対策債も起債しています。 

令和元年度は、一般会計では３億 3,198 万円の借入を行い、３億 6,991 万円

の元金返済を行いましたので、年度末の残高は 40 億 7,731 万円となりました。

平成 30 年度末の地方債残高は 41 億 1,524 万円であり、3,793 万円の減となりま

した。 

 

【令和元年度末の地方債残高】 

一般会計   40 億 7,731 万円 

 

【令和元年度の地方債の返済額】 

一般会計 元金 ３億 6,991 万円 

 利子    2,980 万円 

（参考） 

簡易水道事業特別会計（元金） 1,269 万円 

公共下水道事業特別会計（元金） 7,890 万円 

 

 

 

 

 

中札内村の借入はどれくらいあるの？（地方債） 

 



【令和元年度の地方債の借入額】※一般会計のみ 

・役場庁舎建設事業債・地中熱設備整備事業債 １億 4,040 万円 

（役場庁舎建設工事、役場庁舎地中熱暖房設備設置工事のため） 

・火葬場長寿命化事業債 610 万円 

（火葬場屋上防水工事のため） 

・公営住宅建設事業債 5,390 万円 

（中札内団地、新札内団地ストック改善工事のため） 

・道路長寿命化事業債 5,180 万円 

 （元大正・興和 31 号道路路盤再生舗装工事、元大正・共栄 35 号道路舗装補修 

工事、上札内・元更別 53 号道路路盤再生舗装工事のため） 

・臨時財政対策債 7,978 万円 

（普通交付税の財源補てんのため） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

村の財政状況が良い状況なのか悪い状況なのか、将来的な財政状況に問題は

ないのかなどを判断するために、平成 21 年４月から「地方公共団体の財政の健

全化に関する法律」が全面施行され、健全化判断比率と資金不足比率を算定し、

公表することが定められました。 

 これらの比率は、全自治体の財政状況などを統一の基準で標準化したもので

す。 

 

■財政健全化比率とは？ 

 財政健全化比率は以下の４つの指標です。 

４つの指標には、それぞれイエローカード（早期健全化基準）とレッドカード（財

政再生基準）の２つの指標が設けてあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中札内村の健康診断について（財政健全化比率・資金不足比率） 

 

一般会計を自世帯、特別会計を子ども世帯と考えると・・・ 

 

実質赤字比率   ：自世帯の年収に占める年間赤字の割合 

連結実質赤字比率：自世帯の年収に占める年間赤字（子ども世帯含む）の割合 

実質公債費比率  ：自世帯の年収に占める実質的なローン返済額の割合 

将来負担比率    ：自世帯の負担となる実質的な負債総額が、自世帯の年収 

の何年分に相当するかを示した割合 

いずれかの指標がイエローカード（早期健全化基準）に該当すると、議会の議決を

経て財政健全化計画を定め、自主的に家計の健康回復（財政健全化）に取り組むこ

ととなります。 

 さらに、いずれかの指標がレッドカード（財政再生基準）に該当すると、議会の議決

を経て財政健全化計画を定め、国の指導・監督を受けながら、家計の健康回復（財

政健全化）に取り組まなければならなくなります。 



■中札内村の健康状況は？ 

令和元年度決算における中札内村の比率は次のとおりで、国が定めた基準を

超えている比率はありません。 

 

指    標 令和元年度 平成 30 年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － ％ － ％ 15％以上 20％以上 

連結実質赤字比率 － ％ － ％ 20％以上 30％以上 

実質公債費比率 5.7％ 5.5％ 25％以上 35％以上 

将来負担比率 － ％ － ％ 350％以上   

 

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率で「－」％とあるのは、実質収支（収入―

支出―翌年度へ繰越すべき財源）が黒字であることを示しています。 

※ 将来負担比率で「－」％とあるのは、実質的な負債額がないことを示してい

ます。 

※ 上記指標は、現時点での速報値であり、今後変動する場合もあります。 

 

■資金不足比率とは？ 

資金不足比率とは、公営企業会計における資金不足額の事業規模（料金収入－

受託工事等）に占める割合で低いほど健全と言えます。財政健全化団体と同様に、

経営健全化基準（20％）を超えた場合には、経営健全化計画の策定や外部監査、

議会への報告が義務づけられます。 

村では、簡易水道事業会計（法非適）、公共下水道事業会計（法非適）が対象

となりますが、２会計とも資金不足は生じていないため資金不足比率は算出さ

れません。 

 

指    標 令和元年度 平成 30 年度 経営健全化基準 

簡易水道事業会計 － ％ － ％ 20％以上 

公共下水道事業会計 － ％ － ％ 20％以上 

 

 

 

 

 



～健全な財政運営のために～ 

令和元年度の決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の算出では、と

もに法律で定める基準を下回っており、財政健全化計画や財政再生計画、経営健

全化計画の策定は不要で、村の財政状況は健全な状態と言えます。 

しかし、ここで注意しなければいけないのは、法律で定める「早期健全化基準」

「財政再生基準」は、指定団体になる基準点を示したものであり、その基準を下

回っているから安心できるということではありません。 

近年は地方交付税が収入の約３～４割を占めており、村の財政は国からの地

方交付税に左右されることから、こうした情勢に対応するためにも、毎年、村の

各種指標を分析し、財政状況やその要因などを明確にしたうえで、健全な財政運

営の努力をし続けることが求められています。 

 

・財政状況の経年変化 

 
上記の表は、過去５年間の中札内村の基金額比率と将来負担比率の経年変化をグラフ

にしたものです。 

 

基金額比率とは？ 

 年度末に有する全ての現金・基金額を標準財政規模で割ったもの 

 ※標準財政規模…地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標で、その大きさは、 

「標準税収入額等＋普通地方交付税額＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 

 

基金額比率が大きいほど、将来負担比率が小さいほど（グラフの左下に行くほど） 

財政状況は良いと言えます。 



Ⅱ 令和元年度に行った主な事業の内容 

（各事業費は１万円未満を四捨五入） 

（１） 保健福祉関連 

 

    ピロリ菌検査費用の助成 

 

 萎縮性胃炎、潰瘍及び胃がん発症のリスク要因の低減を目指し、ピロリ菌検査

費用の一部を助成しました。 

 

【事業費】 12 万円（うち受診者負担分 2万円） 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

移送サービス事業委託 

 

 在宅の高齢者、障がいのある方等に対して、生活支援、社会参加の促進及び福

祉の向上を図るため村内の移動手段を確保しました。 

●対象者 

・70 歳以上で公共交通機関を利用することが困難な方 

・要支援認定または要介護認定を受けている方 

・身体障がい者１・２級該当の方 など 

 

【事業費】 380 万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

  

乳がん検診費用助成 

 

乳がん検診の受診率向上・普及啓発の一環として、乳房超音波検査及びＰＥＴ

乳がんドックの費用助成を新たに開始しました。 

●対象者 

・40 歳以上の乳がん検診受診者 

 

【事業費】 78 万円（うち受診者負担分６万円） 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 



 

七色献立プロジェクト 

 

 村の健康問題である糖尿病予備群、肥満等の増加は栄養バランスの悪い食事

が誘因と捉え、地場産野菜の健康効果や野菜料理等の普及啓発を図り地域全体

の食生活改善を目指しています。 

 令和元年度からはデジタルサイネージを設置し、ゲーム感覚で参加できるポ

イント事業を開催するなど、参加しやすい環境づくりに取り組みました。 

 また、ウォーキングイベント、タニタ栄養セミナー、運動セミナーを開催しま

した。 

 

【事業費】 867 万円 

【担当課：福祉課保健グループ】 

 

地域まるごと元気アッププログラム 

 

 健康運動指導士の資格を持つ指導士が、「安心」「安全」「科学的」な運動指導

を高齢者向けに週１回開催し、要介護状態等への進行を抑制する「地域まるごと

元気アッププログラム（通称：まる元）」を行いました。 

 

【事業費】 249 万円 

【担当課：福祉課福祉グループ】 

 

ひとり親家庭医療費助成事業 

 

 ひとり親家庭等の児童が通院・入院したときや親が入院したときの自己負担

分を助成しました。 

※平成 30年度から 18歳から 20歳までが属するひとり親世帯の所得税制限を撤

廃し、対象世帯を拡大しました。 

 

【事業費】 145 万円 

【担当課：住民課住民グループ】 

 

 

 

 



 

（２） まちづくり関連 

 

移住・定住促進奨励 

 

 世帯主又は配偶者が40歳未満又は中学生以下の子どもがいる方が中札内村に

移住するため、もしくは移住してから５年以内に住宅を取得した場合、「移住促

進奨励金」として、新築住宅の場合は１戸につき 50 万円（中古住宅購入の場合

は取得価格の５％以内で限度額が 50 万円）を交付しました。 

※上記条件を満たさない場合にも、下記の通りの奨励金が交付されます！ 

・十勝管内からの移住  10 万円 

・十勝管外からの移住  15 万円 

・道外からの移住  30 万円 

【事業費】移住奨励金 13 件 522 万円 

 なお、村では移住奨励金のほかに「定住促進奨励金」として、住宅の新規取得

者に対して、固定資産相当額の助成も行いました。 

【事業費】定住促進奨励金 82 件  569 万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

中札内スタイル住宅への奨励 

 

 「中札内スタイル」の建設基準を満たす住宅を新築された方に 50 万円を交付

しました。（さらに、北方型住宅の基準を満たす場合には 30 万円を上乗せして

交付しています。） 

【事業費】中札内スタイル住宅への奨励金 10 件  560 万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

民間賃貸住宅家賃の助成 

 

 村内の民間アパートに住んでいる方で、給与収入が 420～570 万円以下、住宅

手当月額が 15，000 円以下の方に、（家賃月額－２万５千円）×１／２の額を助

成しました。（条件付きで一戸建て賃貸住宅も対象となります。） 

【事業費】民間賃貸住宅家賃助成 56 件 503 万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 



 

 

    中学生相互訪問交流事業 

 

 それぞれの地域の歴史や資源・産業を学び、新たな知識や経験を深めようと、

中札内村と埼玉県川越市の中学生が相互に訪問し交流を行いました。 

 

【事業費】 67 万円 

【担当課：総務課企画財政グループ、教育委員会教育グループ】 

 

    日本で最も美しい村連合事業 

 

 景観づくりに取り組んでいる市町村が加盟する「日本で最も美しい村」連合の 

取り組みを通じ、村の魅力を発信するとともに、先進自治体との情報交換や広域

での取り組みを進めました。 

 

【事業費】 100 万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

    まつり振興事業補助金 

 

 地域コミュニティの推進と地域の活性化を図るため、村内で開催されるまつ

りの実施に要した費用に対して、一部助成を行いました。 

 

【事業費】 195 万円 

※助成を行ったまつり 

村民盆踊り、上札内 de 花火、子供盆踊り、七夕まつり 

     【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

    ふるさと納税の推進（管理システムの導入） 

 

 ふるさと納税の寄附件数が増加傾向にあることから、ふるさと納税管理シス

テムを導入し、増加する寄附の適切な処理とより細やかな寄附者への対応の強

化を図りました。 

 

 【事業費】 174 万円 



【担当課：総務課企画財政グループ】 

（３）教育・文化・スポーツ関連 

 

    英語教育環境の充実 

 

令和２年度から小学５・６年生で英語が教科化され、小学３・４年生において

も外国語活動が実施されることから、平成 30 年度から常勤の指導助手を配置し

ています。 

また、高校生以下の児童生徒に各種英語検定の検定料を助成しました。 

  

【事業費】 

外国語指導助手配置 426 万円 

各種英語検定料助成  12 万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

    通学費等助成事業 

 

経済的理由によって高等学校に修学することが困難と認められる生徒の保護

者に対し、負担軽減のため通学費や下宿代の一部を助成しました。 

  

【事業費】 57 万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 

サッカー場排水工事 

 

 中札内交流の杜のサッカー場において、大雨時に雨水が流入し試合等の運営

に支障があることから、排水対策を行いました。 

 

【事業費】 894 万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 

 

 



 

 

    グランドピアノの購入 

 

ふるさと納税の寄附金

を利用し、ピアノを購入し

ました。世界的に実績のあ

るピアノメーカー「ファツ

ィオリ」の美しい音色に触

れることができます。 

中札内村の文化活動が

広く認知され、文化振興を

支援する寄附者が増えて

います。 

 

【事業費】 1,961 万円 

 【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

    中札内村図書館 蔵書検索システム導入 

 

 図書館の蔵書検索と予約をインターネットからできるようにし、図書館の利

便性を高めました。 

 

【事業費】 26 万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

    文化振興奨励事業補助 

 

 毎年、村民が自主的に芸術文化に取り組むための環境整備を推進し、すべての

世代で優れた芸術や文化に触れる機会が増えるように補助を行っています。 

 

【事業費】 

文化振興奨励事業補助金 707 万円 

【担当課：教育委員会教育グループ】 

 

 



 

（３） 農業・林業・商工観光関連 

 

花咲くコンサート事業 

 

 交流人口増加、村の魅力ＰＲとして、六花の森の敷地内にて行われた「中札内

花咲くコンサート」の実行委員会への補助を行いました。 

 

【事業費】 1,762 万円 

【担当課：総務課企画財政グループ】 

 

札内川園地整備事業 

 

 スノーピーク製のトレ

ーラーハウスとテントセ

ットを購入し、初心者の

方でも手ぶらで簡単にキ

ャンプを楽しめることが

できるようになりまし

た。 

札内川園地キャンプ場

利用者の増加につながっ

ています。 

 

【事業費】 1,996 万円 

【担当課：産業課産業グループ】 

 

堆肥化処理施設修繕工事 

 

 発酵施設（２棟）の防さび処理及び通気用カーテンの設置、通気用防風ネット

の設置を行いました。 

 

【事業費】 4,361 万円 

【担当課：産業課産業グループ】 

 



 

（４） 生活基盤整備・消防関連 

 

    新庁舎建設事業 

 

令和２年度の役場庁舎完成に向けて、建設工事を行いました。新庁舎では地中

熱を利用した冷暖房システムを導入し、二酸化炭素排出と維持管理費の抑制を

目指します。 

２ヵ年で建設工事を行うため、建設工事、地中熱設備整備工事、工事監理委託

については継続費を設定しています。 

 

【事業費】令和元年度分 ３億 2,483 万円 

【担当課：総務課総務グループ】 

 

 公営住宅改修工事 

 

 中札内村公営住宅長寿命化計画に基づき、公営住宅のストック改善工事を行

いました。 

 

【事業費】 8,624 万円 

【担当課：施設課施設グループ】 

 

橋梁・道路長寿命化事業 

 

 老朽化や劣化により車両

走行等に支障がある路線に

ついて、改良舗装工事、橋梁

補修工事を行いました。 

（写真は元大正・共栄 35号道路） 

 

 

 

 

 

【事業費】 １億 1,305 万円 



【担当課：施設課施設グループ】 
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